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注 意 事 項 

 

１ ページ数は，表紙を除いて，１ページです。 

２ 問題は１問，解答用紙は１枚，下書用紙は１枚です。解答用紙の

記載を確認し，所定の解答用紙を使用してください。 

３ 解答は所定の解答用紙に横書きで書いてください。罫線外及び裏

面を使用してはいけません。なお，使用する筆記用具の指定はあり

ません。 

４ 解答用紙の所定の箇所には，受験番号のみを記入してください。

氏名を書いてはいけません。 

５ 配布した解答用紙は持ち出してはいけません。 

６ 試験時間の途中で退室することはできません。 

７ 試験終了後，問題冊子及び下書用紙は持ち帰ってください。 
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［憲法］（６０点） 

 

２０＊＊年４月，在日米軍基地の一部をＡ市に移転する計画が政府内で持ち上がり，Ａ市

内ではこれに反対する運動が活発に
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注 意 事 項 

 

１ ページ数は，表紙を除いて，１ページです。 

２ 問題は１問，解答用紙は２枚，下書用紙は１枚です。解答用紙の

記載を確認し，所定の解答用紙を使用してください。 

３ 解答は所定の解答用紙に横書きで書いてください。罫線外及び裏

面を使用してはいけません。なお，使用する筆記用具の指定はあり

ません。 

４ 解答用紙の所定の箇所には，受験番号のみを記入してください。

氏名を書いてはいけません。 

５ 配布した解答用紙は持ち出してはいけません。 

６ 試験時間の途中で退室することはできません。 

７ 試験終了後，問題冊子及び下書用紙は持ち帰ってください。 
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［刑法］（６０点） 

 

次の【事例】及び【見解】を読んで，（１）から（３）までの問いに答えなさい。 

 

【事例】 

Ａから殴りかかられたＸが，Ａの顔面を殴打したところ，Ａがアルミ製灰皿をＸに向けて

投げ付けたため，ＸがＡの顔面を殴打する（以下「第１暴行」という。）と，Ａは転倒して

動かなくなった。Ｘは，Ａに対して更に腹部を足蹴にするなどの暴行を加えて（以下「第２

暴行」という。）傷害を負わせた。その後，Ａは，第１暴行によって生じたくも膜下出血に

より死亡した。 

 

【見解】 

第１暴行と第２暴行は，時間的，場所的には連続しているものの，Ａによる侵害の継続性

及びＸの防衛の意思の有無という点で，明らかに性質を異にし，Ｘが抵抗不能の状態にある

Ａに対して相当に激しい態様の第２暴行に及んでいることにもかんがみると，その間には

断絶があるというべきであって，急迫不正の侵害に対して反撃を継続するうちに，その反撃

が量的に過剰になったものとは認められない。そうすると，両暴行を全体的に考察するのは

相当でない。 

 

（１）【見解】の立場から，【事例】におけるＸの罪責について論じなさい。    

 

（２）急迫不正の侵害に対して反撃として行われた複数の暴行を全体的に考察することに

よって生じる問題点を指摘しなさい。 

 

（３）急迫不正の侵害に対して反撃を継続するうちに，その反撃が量的に過剰になった場

合に，刑法３６条２項を適用することができるかどうかを論じなさい。  
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注 意 事 項 

 

１ ページ数は，表紙を除いて，３ページです。 

２ 問題は民法１問，民事訴訟法１問，商法１問の計３問，解答用紙

は民法２枚，民事訴訟法１枚，商法１枚，下書用紙は１枚です。解

答用紙の記載を確認し，所定の解答用紙を使用してください。 

３ 解答は所定の解答用紙に横書きで書いてください。罫線外及び裏

面を使用してはいけません。なお，使用する筆記用具の指定はあり

ません。 

４ 



1 

［民法］（８０点） 

 

 次の文章を読んで，（１）から（３）までの問いに答えなさい。なお，それぞれは独立し

た問題である。 

 

Ｘは，工務店を営むＹとの間で，Ｘ所有の土地上にＹが甲建物を報酬２０００万円で建築

する旨の契約（以下「本件契約」という。）を締結した。 

 

（１）本件契約締結後に建築資材が高騰したことから，Ｙは，Ｘに対し，報酬を増額しない

限り，建築には絶対に着手しない旨を強硬に主張し，建築の着手を拒絶して，Ｘからの

協議の求めにも一切応じようとしなかった。この場合において，Ｘは，本件契約を解除

することができるか，根拠となる民法の条文を挙げて解答しなさい。 

 

（２）Ｙは自ら材料を提供して甲建物を完成させたが，ＸはＹに報酬を全く支払わないた

め，ＹもＸに甲建物を引き渡していない。また，本件契約においては，建築される建物

の所有権が誰にいつ帰属ないし移転するか定められていない。この場合において，Ｙは，

報酬債権の保全を図るために，甲建物の所有権がＹに帰属している旨主張したいと考

えている。甲建物の所有権はＹに帰属しているといえるか，理由を付して解答しなさい。 

 

（３）Ｙは自ら材料を提供して甲建物を完成させた。Ｘは，甲建物の引渡しを受けるととも

に，Ｙに対し報酬２０００万円を支払った。ところが，Ｘが甲建物に引越しをしてから

数日後，大雨が降り，Ｘは甲建物の雨漏りを発見した。甲建物の雨漏りはＹの施工不良

のみが原因となっており，その修理費用は５０万円である。この場合において，Ｘは，

Ｙに対し，どのような請求ができるか，根拠となる民法の条文を挙げて解答しなさい。 
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［民事訴訟法］（３０点） 

 

次の文章を読んで，（１）から（３）までの問いに答えなさい。  

 

【事例】 

Ⅹは，「私Ⅹは，Ｙとの間で，とある有名書道家の手による掛軸（以下「本件掛軸」とい

う。）を代金１００万円で買い受ける旨の合意をした。」と主張し，Ｙに対して売買契約に基

づく本件掛軸の引渡しを求める訴えを提起した。 

（１）Ⅹの訴え提起に対し，裁判長は，訴状審査を済ませ，第一回口頭弁論期日を指定した。

その後，第一回口頭弁論期日が実施されるまでの間に，裁判所が民事訴訟法上とるべき

手続について，根拠条文，及び，そのような手続が必要とされる理由を指摘しつつ，２

～３行程度で簡潔に説明しなさい。 

 

【事例（続き）】 

Ｙは，第一回口頭弁論期日において，「私Ｙが，Ⅹに対して本件掛軸を売却する旨を合意

したことは認める。しかし，Ⅹがなかなか代金１００万円を支払わないので，本件掛軸は，

Ｚに売却の上，引き渡してしまった。そのため，今更Ⅹに引き渡すことはできない。」と主

張した。これを受けて，Ⅹは，「やむを得ないので，当初の売買契約は解除するが，私Ⅹは，

既にＹに代金１００万円を支払っているので，その返還は求めたい。」と主張した。 

（２）この事例において，Ⅹが，「ＹはⅩに対して１００万円を支払え。」という判決を取得

できるようにするためには，適式に訴えの変更をする必要がある。このような手続が必

要とされる理由について，根拠条文を指摘しつつ，２～３行程度で簡潔に説明しなさい。 

 

【事例（続き）】 

第二回口頭弁論期日において，Ｙは，「私Ｙは，確かにＸから１００万円を受け取った。

しかし，私は元々Ｘに対して２００万円を貸し付けていたところ，この１００万円は，その

うちの一部の弁済を目的とするものであった。」と主張した。審理の結果，裁判所はＹのこ

の主張を認めて，訴えの変更後のＸの請求を棄却する判決を出し，その後判決は確定した。 

さらにその後，Ｙは，「私Ｙは，Ｘに対して３００万円を貸し付けた。なお，私は，前訴

において貸付額を２００万円と主張していたが，あれは勘違いであり，本訴で主張する３０

０万円が正しい貸付額である。既に支払期限は到来しているものの，以前Ｘから１００万円

が支払われて以来，一切支払われていない。」と主張し，Ｘに対して消費貸借契約に基づく

２００万円の支払を求める訴えを提起した。 

（３）この事例において，Ｘは，Ｙの請求を一部認めたが，１００万円を超える部分につい

ては，請求を棄却するよう求めた。その際，Ｘは，「Ｙが，本訴において消費貸借契約

の貸付額を，前訴主張と異なり３００万円と主張するのは，確定判決の既判力に反し許

されない。また，仮に既判力に反しないとしても，信義則に反し許されない。」と主張

した。Ｘのこの主張の当否について，検討しなさい。 
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［商法］（３０点） 

 

次の文章を読んで,（１）及び（２）に答えなさい。なお，それぞれは独立した問題であ

る。 

 

 Ｘ株式会社（以下「Ｘ社」という。）は取締役会を設置し，株券を発行する公開会社でな

い株式会社であり，Ａ，Ｂ及びＣが取締役，Ｂが代表取締役である。Ｘ社の発行済株式１０

００株のうち，７００株をＡ，３００株をＢが保有している。 

Ａは保有するＸ社株式のうち５００株をＣに譲渡し，譲渡株式に係る株券をＣに交付し

たが，Ｘ社に対する，Ａの譲渡承認請求も，Ｃの取得承認請求もなされていない。 

 

（１）ＣはＸ社に対して，Ａから取得した株式の名義書換を請求することができるか，説明

しなさい。 

 

（２）Ｘ社の代表取締役であるＢは，ＡがＣに保有株式の一部を譲渡したことを知った後，

Ｘ社の定時株主総会でＣに議決権を行使することを認めることができるか，論じなさ

い。 

 

 

 

 


